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設立 1999年10月1日 日本政策投資銀行法に基づく法人として設立

－日本開発銀行（1951年設立）と北海道東北開発公庫（1956年設立）の統合－

主務大臣 財務大臣及び国土交通大臣

目的 経済社会の活力の向上及び持続的発展、豊かな国民生活の実現並びに地域経済の自立的発展に資するため、

一般の金融機関が行う金融等を補完し、又は奨励することを旨とし、長期資金の供給等を行い、もって我が国の

経済社会政策にため、金融上の寄与をすること

資本金 1兆2,722億円（全額政府出資、2007/3末）

役職員 役員16名（2007/7現在）＋職員1,352名（2007/3末）

事業規模 貸出金残高 12兆1,464億円（2007/3末）

業務内容 ①長期資金の供給等（出融資、債務保証等） ②プロジェクト支援 ③情報発信
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業務に関する重要事項

民業補完の徹底

業務の合理化・運営の効率化

償還確実性の原則

収支相償の原則：赤字補填金ゼロ

財務の健全性の確保

自己資本比率：１９．１９％（新基準、2007/3末）
不良債権比率： １．２％（2007/3末）

適切なディスクロージャーへの取組

政策金融評価の実施と事業見直しへの反映
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業務運営の基本方針・特徴

重要政策に対する政府との一体的な取り組み

重点３分野を主眼に置いた業務運営：総合力の発揮

地域：地域と協働する銀行

環境：持続可能な社会の実現に取り組む銀行

技術：技術を活かす銀行

緊急時の政策的要請への対応：機動力の発揮

政策金融機能・手法の強化

リスク管理とコスト意識の徹底

説明責任の履行
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１．日本政策投資銀行の概要
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２．新体制への移行スケジュール

行内に「民営化準備室」を設置、以降、新体制移行や法律作成のための内部
態勢整備、取引先等に対する説明を漸次実施

１７年１２月～

新体制への移行

事業計画、償還計画、債券発行等の基本方針の認可

旧ＤＢＪの最終Ｂ／Ｓ、新ＤＢＪの開始Ｂ／Ｓの確定

２０年１０月

株式会社日本政策投資銀行法（新ＤＢＪ法）の成立、公布

長期借入金の借入れ係る届出に関する省令施行、基本方針認可

取引先、金融機関、自治体等に対する新ＤＢＪ法の概要等の説明開始

「新ＤＢＪの目標像」のホームページへの掲載

１９年６月

２０年度予算（上期分）要求（民営化移行経費）１９年８月

新会社に承継される資産・負債のデューデリ

設立委員会等株式会社化に向けた準備開始

２０年４月～

民間金融機関からの長期借入金の借入交渉を開始

政令・省令の検討開始

１９年７月
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３．主な課題と対応状況① 新たなビジネスモデルの検討

新金融手法投融資実績（フローベース）
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ファンド出資残高推移
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18年度予算 19年度予算

財政融資資金 3,744 3,640
政府保証国内債 1,900 1,900
政府保証外債 1,900 1,900
財 投 機 関 債 2,400 2,900
民 間 借 入 金 - 1,000
自 己 資 金 等 1,156 1,160

合計 11,100 12,500

(2) 資金運用面
・新金融手法による融資・投資実績を着実に伸張し、収益力向上努力を継続。

(1) 資金調達面
・市場からの自己調達拡大に向けた機関債発
行の増枠への対応（18年度：２，４００億円→
19年度：２，９００億円）
・準備期間（～２０年９月）の業務として認めら
れた、民間金融機関からの借入れについて
交渉を開始（19年度：１，０００億円）
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３．主な課題と対応状況② 株式会社化への対応

・業務に支障を生じることなく新体制をスタートするためには、特殊法人から
株式会社化への手続きを円滑に進めることが重要。

・今後､設立委員の設立､デューデリ等株式会社化に向けた作業を開始。

【根拠規定】

■財務大臣は、設立委員を命じ、会社の設立に関して発起人の職務

を行わせる。定款は、設立委員により作成され、財務大臣が認可

（新ＤＢＪ法附則第５～７条）。

■現行ＤＢＪは、新ＤＢＪに対し、デューデリにより国が承継する資産

を除き、その財産の全部を出資。新ＤＢＪが現行ＤＢＪから承継する

資産及び負債（承継財産）の価額は、評価委員が評価した価額と

する（同法附則第９条、第１６条）。
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３．主な課題と対応状況③ その他

■ディスクローズの強化、課税法人への移行等、株式会社化に伴い必要と
なる内部態勢の整備を着実に進めていくことが必要。

■現行ＤＢＪがこれまで培ってきた取引先、金融機関、自治体等との関係を
維持し、円滑に新体制へと移行するためには、新ＤＢＪ法や新たな経営の
目標像等について、関係各者の十分なご理解を頂くことが必要。

【具体的対応】

(1) 決算関係
・中間財務諸表、②連結財務諸表、③有価証券報告書の作成等に
ついて、システム開発等態勢整備中。
・課税法人への移行について、税理士等専門家と検討を開始。

(2) 取引先への説明等
・１９年６月以降、新体制への円滑な移行に向けて、新ＤＢＪ法の概
要や経営の基本的な考え方等について①ホームページへの掲載、
②取引先、金融機関、自治体等に対する個別説明を開始。






